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새해인사 新年あいさつ 

在日韓国民主統一連合 委員長 宋世一（ソン・セイル） 

 韓統連会員の皆さ

ん、ニュースレター

読者の皆さん、新年

あけましておめでと

うございます。새해 

복  많 이  받 으 세 요

（韓国語で新年のあ

いさつ「新年に福をたくさんお受けくださ

い」）.  
  

２０２３年の成果 

 昨年２０２３年もわたしたちは多くの事

業を積極的に展開し、同時にニュースレ

ターを通じて報告もしました。その中から

主要な三つの事業を取り上げて振り返りま

す。 
 

 第１に朝鮮戦争停戦協定締結７０年の取

り組みです。 

 停戦協定締結から７０年を迎え、停戦協

定体制＝準戦時体制の朝鮮半島を平和協定

を締結することで恒久平和体制へと転換さ

せる情勢を展望しながら、反戦平和を訴え

ました。国内で結成された「停戦７０年朝

鮮半島平和行動」と連帯しながら、宣伝

リーフレットの普及とプラカードアピール

の宣伝活動を展開しました。あわせて全国

各地で宣伝リーフレットも活用して平和協

定学習会を開催し、朝鮮戦争の経緯、停戦

協定体制による問題点、平和協定締結への

展望などについて認識を深めました。大阪

本部と日本の平和運動団体で構成する日韓

平和連帯は「停戦７０年を平和協定の元年

に！６・１６大阪集会」を開催しました。 

 こうした成果を携えて７月２２日にソウ

ルで開催された「停戦７０年朝鮮半島平和

行動 平和大会・平和大行進」に韓統連母

国訪問団と日本人訪問団が参加し、国内は

もちろんのこと世界各国からの参加者と共

に、朝鮮半島の平和実現を力強く訴えまし

た。同時に国内団体との交流も深めまし

た。行事を終えた後に、成果を確認し共有

する報告会も各地で開催しました。 
 

 第２に尹錫悦（ユン・ソンニョル）政権

退陣闘争です。 

 就任以来、悪政・失政を繰り広げる尹政

権に対する民衆の怒りが日ごとに高まる

中、５月２１日に大阪市内で開催した「光

州民衆抗争４３周年記念在日韓国人全国集

会」では、「尹錫悦政権は退陣しろ！」の

スローガンを全面に掲げ、その基調で集会

を成功させました。これは海外でいち早く

「尹政権退陣！」を公開的に訴えたもの

で、国内メディアでも大きく取り上げられ

ました。また全国各地で開催した「光復節

７８周年記念在日韓国人集会」でも尹政権

退陣を訴えました。 
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 そして国内の「尹錫悦政権退陣運動本

部」が進める「１１・１１尹錫悦政権退陣

総決起」を支持するプラカードアピールの

宣伝活動を展開しながら、１１月３日に名

古屋で「１１・１１尹錫悦政権退陣総決起

支持 韓統連全国代表者会議」を開催し、

連帯の熱い意思を「尹錫悦政権退陣運動本

部」に届けました。 
 

 第３に関東大震災朝鮮人虐殺１００年の

取り組みです。 

 １００年を迎え、追悼事業をはじめ様々

な行事が開催され積極的に参加しました。

８月３１日には都内で「関東大震災朝鮮

人・中国人虐殺１００年犠牲者追悼大

会」、９月１日には慰霊碑が所在する都

内・横網町公園で「関東大震災１００周年

朝鮮人犠牲者追悼式典」、２日には国会前

で「キャンドル集会」がそれぞれ開催さ

れ、国内から「関東虐殺１００周忌追悼事

業推進委員会」のメンバーも参加する中、

虐殺の真相究明・日本政府の責任追及・犠

牲者への謝罪と賠償などを求めました。 

 また、尹美香（ユン・ミヒャン）議員を

はじめ多くの国内人士が訪日し、関東大震

災朝鮮人虐殺１００年行事に積極的に参加

する中で、韓国政府と韓国民団は朝鮮人虐

殺に関しては日本政府に強く主張もしない

一方で、尹議員らを南北交流協力法違反だ

と騒ぎ立てながら、、時代錯誤の反民族的

体質をさらけ出しました。 

 愛知本部などは１日に「朝鮮人虐殺の真

実から、日本の歴史修正主義を問う９・１

集会」、三重本部などが３日に「関東大震

災１００年・朝鮮人虐殺を忘れるな／『隠

された爪痕』上映会」をそれぞれ開催し世

論を喚起しました。 

 その他にも、強制動員被害者裁判支援、

福島放射能汚染水海洋投棄阻止、韓国良心

囚支援、日朝平壌宣言２１周年記念行事、

Ｇ７広島サミット反対、沖縄・南西諸島の

反戦平和連帯、そして統一マダン、韓統連

セミナー、フィールドワークの開催など、

様々な事業に取り組み、成果をあげまし

た。 
 

２０２４年の課題 

 ２０２３年にあげたこうした成果を土台

に、今年２０２４年に取り組むべき課題を

次にあげます。 
  

 第１に米国が主導し韓国が追従して展開

される戦争策動を破綻させ、朝鮮半島と東

アジアの平和を実現することです。 

 世界は米国の一極化からＢＲＩＣＳ（ブ

ラジル、ロシア、インド、中国、南アフリ

カの５カ国、２０２４年からは＋６カ国）

に象徴されるように多極化へと転換しつつ

あり、それは同時に米国の国際社会におけ

る位相と権威が衰退と失墜の一途をたどっ

ていることを意味しています。 

 しかし、なんとしても一極覇権を維持し

ようとする米国は、その活路を同盟国と友

邦国（パートナー国）を総動員した軍事体

制およびその軍事体制による対象国を想定

した包囲網の構築に求めています。ＮＡＴ

Ｏ（北大西洋条約機構、北米２カ国＋欧州

２９カ国＝３１カ国）がウクライナを含め

てロシアの周辺国を抑えることで、ロシア

を包囲し圧迫しようとするＮＡＴＯの東進

政策はまさにその表れであり、Ｇ７（米

国、英国、フランス、ドイツ、イタリア、

カナダ、日本）を動員して、イスラエル―

パレスチナ戦争においてイスラエルを徹底

支援する体制をつくるのも同様です。 

 さらに米国は、すでに役割を終えた朝鮮

国連軍司令部（米国をはじめ１７カ国）を

朝鮮半島有事だけでなく中国とロシアにも

備える米国主導の多国籍軍として「再活性

化」＝実動化することを決定しました。ま

さにアジア版ＮＡＴＯの構想です。その中

心に韓米日３カ国の軍事協力体制、すなわ

ち実質的な韓米日軍事同盟体制を据えよう

とすることを見逃してはなりません。 

 すでに朝鮮の「核・ミサイルの脅威（高

度化）」に対抗するとして、韓米両国は韓

国における拡大核抑止体制の完成を今年上

半期に目指すと共に、韓米日３カ国は米戦

略資産を動員した海上・空中合同訓練を頻

繁に展開しており、朝鮮半島の軍事危機は

核戦争の危機へと飛躍的に高まっていま

す。朝鮮は当然強く反発し、米国による核
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威嚇に徹底して対抗し、これを抑えるとす

る一方、年末に開催した労働党中央委員会

総会では、南側の対米従属・対北対決政策

が続く以上、これまで維持してきた対南平

和統一政策を変更せざるを得ないと発表し

ました。 

 米国の対北敵視政策に基づく戦争策動

と、米国の戦争策動に無条件で追従し、朝

鮮との対決を極限にまで高める尹錫悦政権

の同族対決政策を徹底して破綻させなけれ

ばなりません。そして朝鮮半島と東アジア

の平和を実現し、民族の団結した力で自主

統一への道を必ずきりひらいていかなけれ

ばなりません。 
  

 第２に尹錫悦政権退陣闘争を大きく前進

させ、汎国民的退陣闘争へと発展させるこ

とです。 

 独断・専横、無能・無責任、民生破綻・

反民主・平和破壊、対米屈従外交・対日屈

辱外交、対北対決で一貫する尹錫悦検察独

裁を一日も早く終わらせることは、民主化

統一運動の歴史がわたしたちに与えた使命

だといえます。 

 ６月２７日に労働者・農民・貧民の主要

団体で結成された「尹錫悦政権退陣運動本

部」は、「全国非常時局会議」と「全国民

衆行動」を主催団体に加えて「１１・１１

尹錫悦政権退陣総決起」をソウル都心部で

６万人規模で開催し成功させました。民衆

の尹政権に対する怒りは天を衝く勢いで

す。「尹錫悦政権退陣運動本部」には、

キャンドル市民革命で朴槿恵（パク・ク

ネ）政権を退陣させた闘いの成果と教訓を

自らのものとしながら、さらに戦線を拡大

し、指導部を強化すると共に、退陣闘争を

汎国民的闘争へと発展させることが求めら

れています。そうした意味から、次の課題

で述べる「拒否権を拒否する全国非常行

動」を退陣戦線をも含む反尹戦線として注

目する必要があります。 

 わたしたちも国内の退陣闘争に全的に連

帯しながら、退陣闘争を活発に展開し、退

陣のうねりをつくり出さなければなりませ

ん。 
  

 第３に４月に実施される国会議員（定数

３００）総選挙で、尹錫悦政権に反対する

民意を明確に示し、尹政権を厳しく審判す

ることです。 

 そのためには、尹政権退陣戦線にとどま

らないより幅広い尹政権に反対する戦線、

つまり反尹戦線に立脚した野党間の連帯・

連合を総選挙に向けて実現することが求め

られています。そうしてこそ、与党「国民

の力」の過半数議席を阻止すると同時に、

反尹で連帯・連合した野党があわせて２０

０議席を確保することも可能となります。

また進歩政党は進歩党が提案したように

「一つになった進歩連合政党」を早急に実

現し、総選挙で国民に「進歩の単一の選択

肢」を提示すべきです。現在、尹政権の拒

否権行使の乱発に国民の反発が広がる中、

「尹錫悦政権退陣運動本部」を含む８２の

市民社会団体により「拒否権を拒否する全

国非常行動」が結成され、広範な反尹戦線

へと発展する可能性を示しています。 

 一方、反尹世論に乗る李俊錫（イ・ジュ

ンソク）新党や「共に民主党」の非主流

派・李洛用（イ・ナギョン）新党は、選挙

結果と情勢によっては、与党「国民の力」

との保守大合同へ合流する可能性があり、

警戒が必要です。 

 ２０２４年総選挙は、尹政権を審判する

ことで尹政権の失政・悪政と退行をストッ

プさせ、新しい政治の時代へと進む道をき

りひらく出発点とすると同時に、尹政権退

陣闘争を大きく前進させる契機としなけれ

ばなりません。 
  

 第４に尹錫悦政権の対日屈辱外交をやめ

させ、日本政府に侵略戦争と植民地支配の

歴史清算を求めることです。 

 米国は軍事面を軸とする韓米日３カ国の

協力体制を復元し強固にするために、尹政

権に対し韓日関係の無条件「正常化」を要

求し、尹政権はそれに全的に応えました。  

 その結果、福島放射能汚染水の海洋投棄

に対して高まる「反対・心配」の国民世論

を無視し、日本政府と東京電力による汚染

水海洋投棄を事実上認めました。また強制

動員被害者の裁判では、日本の被告企業が
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在日韓国青年同盟 中央本部委員長 韓成祐（ハン・ソンウ） 

 새해 축하 드립니

다. 새해를 맞으면서 

재일한국청년동맹을 

대표하여 인사를 드

리겠습니다.（新年お

めでとうございま

す。新年を迎え、在

日韓国青年同盟を代

表して新年のあいさつを申し上げます）。 
 

韓国国内では年初に最大野党党首が切り

付けられる事件が発生し、総選挙を目前に

して社会的な対立と分裂が極限に達してい

ます。また朝鮮を標的とした韓米による軍

事演習が繰り返し行われる中で、年末には

朝鮮政府が南北関係を「敵対的な二国間関

係」と公式宣言するなど、平和と統一とは

逆行する危険で不安定な情勢下にありま

す。私たちは対立を煽るあらゆる勢力と分

断に加担するあらゆる主張を支持しませ

ん。私たちは私たちの信念と良心に従い、

朝鮮半島の自主的平和統一を支持しその実

現のために今年も闘うことを決意します。 
 

昨年の情勢を振り返ると米国一極支配

だった時代から多極化時代へと完全に切り

替わり、米国の覇権戦略によって抑えつけ

られていた歪みが世界の至る所で噴出して

いる状況と言えます。ドルと軍事力を使っ

て米国が世界を支配していた時代が終わり

を告げ、ＢＲＩＣＳを軸とする新しい世界

秩序が台頭し、世界の反米戦線のリーダー

に中ロと並んで朝鮮が立っている状況で

す。これから世界の構造は大きく変わって

いくことが予想されますが、その流れに逆

行し米国と同じ「力による支配」を目論ん

でいるのが韓国の尹錫悦（ユン・ソンニョ

ル）政権です。 
 

尹政権は「韓米同盟」を唯一無二の価値

とし、自身に反対する人びとを「共産全体

主義に盲従する反国家勢力」であると一方

敗訴し原告への賠償責任が生じているにも

かかわらず、日本政府と企業は「請求権問

題はすでに解決ずみ」を盾に一切応じよう

とせず、尹政権は解決法にはならない「第

三者弁済」方式を持ち出し、日本政府に免

罪符を与えています。 

 侵略戦争と植民地支配の責任を認めよう

としない日本政府は、朝鮮に対する敵視政

策と在日同胞に対する差別政策を依然とし

て継続しており、朝鮮学校の無償化問題は

その典型です。昨年の関東大震災朝鮮人虐

殺１００年で、日本政府に虐殺の責任を認

め謝罪するよう求める世論が高まりました

が、日本政府は一切を否定し拒否しまし

た。 

 主権尊重・互恵平等の韓日関係を樹立

し、朝日関係正常化を実現し、日本政府に

歴史清算を求めなければなりません。 
  

 第５に組織を強化することです。 

 自主・民主・統一を実現するにふさわし

い組織を建設しなければなりません。組織

強化の基本は事業を通じた意識化と組織化

です。統一マダンなどの地域同胞を対象に

した統一事業、学習会やセミナーなどの学

習事業、フィールドワークなどの体験学習

事業、野遊会などの大衆事業を積極的に開

催し、それらを通じて意識化と組織化を図

ります。 

 国内行事を計画し実施したり、国内で実

施される行事に参加し国内同胞と交流する

ことは、統一運動における意識を深め組織

を広げることにもつながり、特に青年・学

生組織を強化する上で有意義なものといえ

ます。 

 韓日連帯勢力との関係強化も運動の発展

と組織の強化へと結びつく大切な課題で

す。 

 ニュースレターとホームページの内容を

さらに充実させ、読者と閲覧者を拡大し、

広報と発信の力量を高めなければなりませ

ん。 
  

 今年２０２４年も自主・民主・統一を前

進させるために力を尽くします。 

 最後に、２０２４年が皆さんが健康で実

り多い年となるよう願っています。 
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的に規定し弾圧を加えています。在日同胞

に関係することでは、関東大震災朝鮮人虐

殺１００周年記念事業のために訪日した尹

美香（ユン・ミヒャン）議員に対し「朝鮮

総聯の主催行事に参加した」として弾圧を

加えたことや、朝鮮学校支援団体モンダン

ヨンピルや映画「私はチョソンサラムで

す」の関係者に朝鮮総聯関係者と接触した

として、経緯報告書の提出を要求したこと

があげられます。これらは露骨な北風工作

であり、在日同胞スパイ事件をでっち上げ

た朴正煕（パク・チョンヒ）政権期と何一

つ変わる所がありません。現在の韓国は検

察出身者と尹錫悦大統領のシンパが国家の

重要機関に配置され、大統領の意向に沿う

ように政治が推し進められている、およそ

国家とは言い難い状態です。 
 

本年４月には第２２代国会議員総選挙が

控えており、尹政権に国民の審判が下るか

が焦点となっています。しかし韓国社会を

根本的に変えるためにはもはや政権交代で

はなく、体制交代が必須の課題です。米国

の支配と干渉を受ける朝鮮半島の南半分で

はなく、統一した民族国家として自主を堅

持する道へ進むことこそが、民族すべてが

生きる道です。主権を米国に売り飛ばし、

民主主義を後退させ、統一を遠ざける尹錫

悦政権に対する糾弾の声を日本の地から上

げることが、今日私たち韓青が取り組まな

ければならない政治課題であると考えてい

ます。 
 

本年は一年間を通じて多くの実践を積み

重ね、在日同胞青年の民族的覚醒を促して

いきたいと考えています。見通しが立たな

い困難な時代状況にあるからこそ、同胞青

年が集い、学び、闘う青年組織「韓青」が

今こそ求められていると実感します。韓青

の闘争と変革の歴史を継承し、時代を切り

拓き在日同胞青年の灯台となる運動を推進

していきます。どうぞご期待ください。 
 

新年を迎えて、皆様のご健康とご多幸を

心より祈念いたします。 
 

정세 情勢 

労働党中央委総会、金委員長発言 

 金正恩（キム・ジョンウン）国務委員長

（朝鮮労働党総書記）が韓国との関係につ

いて、「敵対関係」と言及し、南北統一は

実現できないとの見解を示した。朝鮮中央

通信が１２月３１日、報じた。 

 報道によると、金委員長は党中央委員会

総会最終日の３０日、「北南関係はこれ以

上、同族関係ではなく敵対的な国家関係、

戦争中にある交戦国関係に完全にこう着し

た」と発言した。 

 金委員長は、朝鮮側は半世紀にわたり正

当かつ合理的な統一路線と方針を提示し、

民族から絶対的な支持を得たほか、世界か

ら共感を呼んだと説明。これに対し、韓国

の歴代政権は「北朝鮮（※正しくは朝鮮、

以下同じ）の政権崩壊」「吸収統一」を推

進しており、これまで１０回以上政権が交

代したが、何も変わらなかったと指摘し

た。 

 金委員長はいつになっても統一は実現で

きないと結論を下したと強調した上で、韓

国を和解と統一の相手とみなすことは「こ

れ以上してはならない錯誤」と説明した。

●尹大統領・新年あいさつ―金委員長・中央委総会発言 

韓米日合同空軍演習の様子 
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さらに、来年も核兵器の生産を引き続き拡

大する土台をつくると強調した。 

 朝鮮中央通信は「北南関係を冷静に分析

し、対南部門での根本的な方向転換に向け

た路線が提示された」と評価した。 

 一方、統一部当局者は４日、「この間の

北の振る舞いは、われわれの自由民主主義

体制を揺るがそうとする体制転覆戦術の一

環」だとの見方を示し、韓国で過去の総選

挙前に起きた北朝鮮の挑発の例を列挙し、

「わが国民が北による総選挙介入をはっき

りと認識し、警戒心を持つことが重要だ」

と強調した。 

 また、ミラー米国務省報道官は３日（現

地時間）、ブリーフィングで「依然として

北との対話に期待をかけるのか」との質問

に対し、「期待するとは言わないが、究極

的に対話が朝鮮半島の完全な非核化を達成

するのに最も好ましい方式であり、それを

継続して追求するのがわれわれの政策」と

述べた。 
 

尹大統領、新年あいさつ 

 尹錫悦（ユン・ソンニョル）大統領は１

月１日、新年あいさつで「今年上半期に、

強化された韓米の拡大抑止システムを完成

し、北の核・ミサイルの脅威を根本的に封

鎖する」と述べた。また「北の核・ミサイ

ル脅威に備え、韓国型３軸体系の構築をよ

りスピーディーに進める。韓国は相手の善

意に頼る屈従的平和ではなく、力による真

の恒久的な平和を構築している」と強調し

た。 

 韓国型３軸体系とは、北朝鮮の核・ミサ

イルへの対応体制。ミサイル発射の兆候を

探知して先制攻撃するキルチェーン、発射

されたミサイルを迎撃する韓国型ミサイル

防衛体系（ＫＡＭＤ）、北朝鮮から攻撃さ

れた場合に指導部などに報復攻撃を行う大

量反撃報復（ＫＭＰＲ）からなる。 

 さらに国民が安心できるサイバー環境を

つくるとともに、北朝鮮を含むさまざまな

サイバー脅威から国家主要機関と民間の主

要施設を徹底的に保護するとした。 

 一方、金与正（キム・ヨジョン）朝鮮労

働党副部長は２日、「大韓民国大統領に送

る新年メッセージ」と題した談話を発表

し、尹大統領の新年あいさつを取り上げ

「われわれに、より圧倒的な核戦力確保へ

拍車をかける正当性を与えてくれた」と皮

肉った。 
  

戦争の危機を全力で阻止しよう 

 朝鮮労働党中央委員会総会の結論を要約

すれば、朝鮮戦争以後、この半世紀以上推

進してきた北の統一原則と方途は妥当で

あったが、理想的な方途として推進してき

た平和統一政策は、日毎に強度を増す米国

の対北敵視政策と反北反統一政策に追従す

る南側当局の反民族的で隷属的な態度によ

り、これ以上実現が不可能になったとする

総括だ。 

 北の平和統一政策はそのように総括さ

れ、北の対南政策は公式的に変更された。

変更の原因は明確に示された。米国の対北

敵視政策と韓国政府の対米追従姿勢が変わ

らない以上、朝鮮半島における戦争は不可

避だと判断し、それに対応する準備をこれ

まで以上に強固に整えていくとするもの

だ。 

 朝鮮がこのように統一政策と対南政策で

根本的転換をしたとする「深刻な総括」を

公開したにもかかわらず、尹大統領は新年

あいさつで、変わらぬ対北対決姿勢を露骨

に示し、統一部は総選挙への北の介入に警

戒心を持てと強調するありさま。米国はと

いえば相変わらず「対話」を強調するだけ

だ。 

 次第に押し寄せる戦争の危機を阻止する

唯一の道は、北を刺激し挑発すれば北を屈

服させ変化させることができると考える米

国の対北敵視政策の無謀と誤判をすぐさま

止めることであり、韓国も無条件の対米追

従から抜け出て、国民と民族が生きる道を

真摯に探ることである。戦争の危機を全力

で阻止しなければならない。 
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尹大統領が特別検察官任命法案に拒否権行

使 

 尹錫悦（ユン・ソンニョル）大統領は１

月５日、夫人の金建希（キム・ゴニ）氏が

輸入車ディーラー「ドイツ・モーターズ」

の株価操作事件に関与した疑惑と、ソウル

郊外の京畿道城南市・大庄洞開発事業を巡

る賄賂疑惑をそれぞれ捜査するため特別検

察官を任命する法案（※「金建希特検」

「（大庄洞）５０億クラブ特検」と呼ばれ

る）に対し、再議要求権（拒否権）を行使

した。 

 国会は先月２８日の本会議で、過半数の

議席を握る第一野党「共に民主党」と野党

「正義党」などの主導で法案を可決してい

た。尹大統領が拒否権を行使したことか

ら、政府は法案を国会に差し戻して再議を

要求することになる。 再議決には在籍議員

の過半数の出席および出席議員の３分の２

以上の賛成が必要。 

 

４野党が国会で合同糾弾大会 

 「金建希・５０億クラブ特検」国会通過

を主導した４野党（「共に民主党」、正義

党、進歩党、基本所得党）は１月５日、国

会本館前で「金建希・５０億クラブ特検拒

否糾弾大会」を共同開催し、尹錫悦大統領

の特検拒否に「国民が審判するだろう」と

声をそろえて糾弾した。国会での再議決推

進を予告した４野党は「国民の力」に向け

「国民の側に立つならば賛成票を投じろ」

と要求した。 

 

４野党・全国非常行動が光化門で緊急行動 

 尹錫悦政権退陣運動本部、全国非常時局

会議、全国民衆行動、キャンドル行動、市

民社会連帯会議など８２の市民社会団体で

１２月１２日に構成された「拒否権を拒否

する全国非常行動（全国非常行動）」は１

月６日、ソウル光化門で「拒否権乱発 尹

錫悦拒否 緊急行動」集会・デモ行進を開

催した。緊急行動には４野党の院内代表と

所属議員らも参加し、「拒否権乱発 尹錫

悦政権を糾弾する」などのスローガンを叫

んだ。 

 

尹大統領の拒否権行使を糾弾する 

 憲法に規定された大統領の法案拒否権

は、法案が憲法に合致しているかどうかな

ど再議が必要な場合に、大統領が国会に要

求する権利。野党への対抗のために政治的

に利用したりするものではなく、ましてや

家族の「防御」に駆り出すものでないこと

はいうまでもない。 

 尹大統領は今回を含めて計４回・８本の

法案に拒否権を行使し、数々の改革立法を

葬り特検も拒否した。拒否権の乱発は国会

の立法権を極度に侵害し、三権分立という

民主主義の基本を揺るがすものだ。国民の

怒りは広がり、退陣戦線をこえる規模の反

尹戦線ともいえる全国非常行動が立ち上

がっている。尹大統領の拒否権行使を糾弾

し、尹政権を総選挙で厳しく審判しなけれ

ばならない。 

●尹大統領の拒否権を拒否…４野党・全国非常行動が一斉に糾弾  

ソウルで開催された「拒否権乱発 尹錫悦拒否 緊急行動」集会 

大法院、原告勝訴判決 

 韓国大法院（最高裁）は１２月２１日、

強制動員被害者（徴用被害者）や遺族が三

菱重工業と日本製鉄（旧新日鉄住金）をそ

れぞれ相手取って損害賠償を求めた訴訟２

件の上告審で、原告勝訴の判決を言い渡し

た。両社に賠償を命じた一審と二審判決が

確定した。 

 今回の訴訟の争点は、被害者の損害賠償

請求権が時間の経過により消滅したかどう

●強制動員被害者裁判…韓国大法院が原告勝訴判決 
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かだった。 

 大法院は２０１２年、日本製鉄を相手

取った損害賠償請求訴訟で初めて賠償請求

権を認定し、原審判決を破棄して審理を差

し戻した。その後、険しい道のりを経て１

８年に初めて大法院で日本企業への賠償命

令が確定した。 

 日本企業側は、訴訟を提起する権利の消

滅時効が成立しているため賠償責任はない

と主張した。消滅時効とは、権利を行使し

ない状態が一定期間継続した場合にその権

利を消滅させる仕組みだ。 

 だが、大法院はこの日、「強制動員の被

害者やその相続人には１８年に（大法院に

よる別の徴用訴訟の）判決が言い渡される

までは被告（日本企業）に対し、客観的に

権利を事実上行使できない障害理由があっ

た」と判断した。 

 １２年の判決は原審判決を破棄して差し

戻す趣旨のもので、当事者らの権利が確定

的に認定されたものではなかったとし、

「このため、被害者としては１２年の判決

後も日本企業を相手取った訴訟によって実

質的な被害の救済を得られるかどうかにつ

いて依然疑念を持ち得た」と説明した。 

 大法院は１８年の判決を通じ、被害者の

日本企業に対する慰謝料請求権は１９６５

年の韓日請求権協定の適用対象に含まれな

いという法的見解を最終的に明確にしたと

したうえで、「１８年の判決により、はじ

めて韓国内で強制動員被害者の司法的な救

済の可能性が確実になった」と判断した。 

 大法院はこの日、下級審の判決で論争を

呼んだ「消滅時効の起算点」を１２年とす

べきか、１８年とすべきかについては言及

しなかった。一方で、被害者に「権利を行

使できない客観的な障害理由」があったと

明確にした。 

 大法院の判例では、客観的な障害理由が

ある場合に「債務者が消滅時効の完成を主

張することは信義誠実の原則に反する権利

乱用であり、許されない」としている。少

なくとも、１８年１０月３０日の大法院判

決までは日本企業が消滅時効の完成を主張

することが認められないと大法院が認定し

たことになる。このことは、各級の裁判所

で係争中の同種の訴訟の多くに影響する可

能性がある。 

 同判決に関連して、被害者を支援する市

民団体「民族問題研究所」「日帝強制動員

市民の集まり」と弁護団は記者会見を開

き、「これまでの判決の中で被害者を最も

手厚く保護する非常に合理的な判決」と評

価した。 

 ２０１３年に日本製鉄を、１４年に三菱

重工業を相手取って起こした訴訟の原告ら

は１０年近く続いた裁判の間に相次いで死

去し、この日の記者会見では本人に代わっ

て遺影が並んだ。 

 

日本政府は判決に従え 

 今回の大法院判決で、「２０１５年の大

法院判決以後、相当期間が過ぎて提起され

た訴訟は、消滅時効が完成したので棄却さ

れるべき」という日本の被告企業側の主張

はこれ以上立つ位置がなくなった。最終判

決を宣告された被告企業には、韓国司法府

の判断を受け入れて、迅速に判決どおり賠

償責任を履行することを求める。 

 日本政府も「解決済み」に固執するので

はなく、判決の履行に努力すべきだ。 

 また、韓国政府は「第三者弁済方式」の

ような便宜的な解決法を撤回し、判決趣旨

に沿い日本企業の損害賠償責任が履行され

るよう、外交保護権を発動し政府としての

責務を尽くさなければならない。日本政府

と被告企業に再び免罪符を与えてはならな

い。 

大法院前で会見を行う強制動員被害者の遺族ら 
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 進歩党のユン・ヒスク常任代表と党幹部

らは１月１日、民族民主烈士が眠る京畿道

南楊州市の磨石牡丹公園を訪れ、全泰壱

（チョン・テイル）烈士らの墓所を参拝。

「進歩党が進歩と野党の力を結集させ、国

民が勝利する総選挙をつくる」と新年の誓

い（新年辞）を明らかにした。「民衆の

声」（１月１日）から紹介する。 

 

 尊敬する国民の皆さん、進歩党常任代表

のユン・ヒスクです。 

 尹錫悦（ユン・ソンニョル）政権のこれ

までの２年間、国民の苦痛があまりにも大

きい。わたしもまた国民の生活を守ること

ができなかった政治の責任を痛感します。 

 わたしたちは全泰壱烈士以後、５３年が

過ぎても、建設労働者ヤン・フェドン烈士

が自身の体に火をつけなければならなかっ

た残忍で無道な時間を耐えなければなりま

せんでした。そして一瞬に遺族になった梨

泰院惨事の遺族が、真相究明特別法が制定

されないまま路上で２回目の新年を迎えな

ければならない今日、烈士たちが眠ってお

られるここ民族民主烈士墓地で、国民の苦

痛を減らすと新年の誓いをささげます。 

 進歩党は２０２４年新年、疲弊した庶民

の生活を察し、すべての働く人々が安全に

労働することができる社会をつくります。

民主主義の退行を終わらせ、南北関係も外

交も堂々とした平和な国へと進んでいきま

す。 

 深い暗闇の中で小さなろうそくが鮮明な

ように、危機の中でわたしたちの役割はさ

らに明らかになります。進歩党が進歩と野

党の力を結集させ尹錫悦政権を審判し、国

民が勝利する総選挙をつくます。進歩的な

国会をつくり新しい政治を求める国民の熱

望を実現します。 

 新年にも汗を流し働く人のための政治、

悔しさを訴えるところのない人たちをかた

わらで守る真心の政治で邁進します。特に

梨泰院惨事特別法を必ず通過させます。 

 国民の皆さんもこの一年、健康でお過ご

しください。すべての夢が成し遂げられる

２０２４年になることを願います。 

 新年に福をたくさんお受けください（新

年あけましておめでとうございます）！ 

 

２０２４年１月１日 

進歩党常任代表 ユン・ヒスク 

 

原文 

https://vop.co.kr/A00001644957.html 

●【記事紹介】ユン・ヒスク進歩党常任代表 新年辞「尹錫悦政権を審判し『希望の春』をつくります」 

全泰壱烈士の墓所を参拝する進歩党のユン・ヒスク常任代表ら 

활동보고 活動報告 

金哲民（キム・チョルミン）監督の新作

ドキュメンタリー映画「ＷＡＲｍｅｒｉｃ

ａ（ウォーメリカ）の運命」の上映会が１

２月２１日、都内で開かれた。映画は朝鮮

戦争停戦７０年を迎え制作され、米国がこ

れまで犯してきた数々の戦争・戦争犯罪

と、国内の内戦状態とBRICS（ブリック

ス）の台頭によって覇権が崩れようとして

いる米国の現状を、資料映像とデータを交

え紹介している。 

上映後、金監督とオンラインで質疑応

答。金監督は映画について「これまで韓国

国内での上映が約６０回、海外でも米国や

ドイツで上映会を行った。映画を見た市民

●都内で「ＷＡＲｍｅｒｉｃａの運命」上映会を開催…従属的な韓米関係を批判 

https://vop.co.kr/A00001644957.html
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からは『米国の実態についてまったく知ら

なかった』という反応が多く、ある教員は

『大きな衝撃を受けた。生徒たちにも見る

よう勧めたい』と話してくれた」と語っ

た。 

尹錫悦（ユン・ソンニョル）政権下での

韓米関係について金監督は「韓米同盟７０

年が強調されているが、まったく平等な関

係ではない。尹政権は軍事支援を名目に米

国への投資を続け、米国追従はさらに深刻

化している」と指摘。また、統一部が朝鮮

学校支援団体や在日同胞を描いた映画関係

者に関して調査したという報道については

「非常識な問題で市民や野党からも非難す

る声が上がっている。これからも恐れるこ

となく在日同胞と共に歩む」と強調。「こ

の映画が、世界の人々が平和や新しい世界

秩序について話す契機になれば嬉しい」と

語った。 

映画について（自主上映会など）の問い

合わせは下記まで 
urimovie.info@gmail.com 
 
 

映画の宣伝ビラ 

●都内で「１２・２４放射能汚染水を止めろ！東電抗議・銀座デモ」を開催  

「さようなら原発１０００万人アクショ

ン」は１２月２４日、都内で「１２・２４

放射能汚染水を止めろ！東電抗議・銀座デ

モ」を開催。約５０人が参加した。 

 コースは日比谷公園から東電を経て銀座

まで。参加者らは「汚染水を流すな」「海

を汚すな」「命を守ろう」「（東電は）約

束を守れ」「海を守れ」などをコールしな

がら、当事者の声を無視した形で汚染水海

洋投棄を強行した東電、許可した日本政府

の問題をアピールした。東電前では意図的

に行進を早めようとする警察の妨害に立ち

向かいながら、抗議の声をあげた。 

 １０００万人アクションは１０月２４日

から毎月２４日、首相官邸前で抗議行動を

開催しており、韓統連も毎回参加してい

る。 

東電前を抗議しながら行進する参加者たち 

●横須賀で反基地平和デモ開催… 宋世一委員長がアピール 

    

 

 

 

 

 

 

 

 「非核市民宣言運動・ヨコスカ／ヨコス

カ平和船団」が主催する月例の反基地平和

デモが１２月３１日に実施された。デモ

コースはヴェルニー公園～海上自衛隊横須

賀基地関連施設～米海軍基地入り口前～駅

前商店街～市役所前公園で約３０人が参

加。 

 韓統連の宋世一（ソン・セイル）委員長

が市役所前公園でアピール。朝鮮半島と周
デモ出発前、宣伝ボードを掲げる宋世一委員長 

mailto:urimovie.info@gmail.com
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辺で韓米日３カ国合同軍事演習が頻繁に行

われていると指摘した上で、「海上訓練に

は横須賀海軍基地から日米が参加してい

る。最近では空中訓練も展開されており、

朝鮮半島の軍事危機を高めている」と述

べ、「朝鮮半島と東アジアの平和を実現し

よう」と訴えた。 

 ＜ご案内＞米海軍横須賀基地に空母が配

備されて昨年２０２３年で５０年になるの

を機に、主催団体の新倉裕史さんが執筆し

た冊子「母港５０年 横須賀の空母がして

きたこと」が好評。冊子はＡ５版、９２

ページ、２００円（税込み）。購入希望は

メール（bqa01737@nifty.com）で。 

행사예정 行事予定 

第２２代 韓国国会議員総選挙 在外投票案内 
 

２０２４年４月１０日に実施される第２２代韓国国会議員総選挙に、在日同

胞も投票できます。初めて投票する方は事前に選挙人登録が必要ですので、

期限内に各地の韓国領事館で登録してください。 
 

在外選挙人登録申請期間 ２０２４年２月１０日まで 

投票期間      ２０２４年３月２７日～４月１日まで 
 

手続きの詳細は在外選挙 中央選挙管理委員会ホームページでご確認ください 
https://www.nec.go.kr/site/abroadja/main.do# 

1月 

尹錫悦政権弾劾集会（東京） 

日時:１月２０日（土）午後５時３０分 場所：京成上野駅前 主催：東京民主実践連帯 連

絡先:０９０－４２９８－６１１３（李） 

 

韓統連京都セミナー 

日時:１月２８日（日）午後３時開始 場所：ベーコンラボ京都駅 内容：「韓国総選挙から

展望する朝鮮半島平和への道」（講師―金昌五（キム・チャンオ）副委員長） 資料費:５０

０円 主催：韓統連京都本部（準）、韓青京都府本部 連絡先:０９０－９０８８－７２７４

（李） 

 

2月 

韓統連セミナー2024～韓国四月総選挙、民権勝利実現のために～ （大阪） 

日時:２月４日（日）午後１時３０分受付、２時開始 場所：ＫＣＣ会館５階 内容：「韓国

政治の現在地と進歩政治の展望」（講師―金昌範（キム・チャンボム）韓統連大阪本部副代

表委員） 参加費:８００円（青年・学生５００円） 主催：韓統連大阪本部 連絡先:０９

０－３８２２－５７２３（崔） 

２０２４年が明けて１０日あまりですが、新年早々痛ましいニュースが連続で起こり、今

年も大変な一年になりそうです。激動の情勢だからこそ、日常的な活動、発信をまず第一

に心がけていきたいと思います。今年もよろしくお願いいたします（李） 

編
集
後
記 

https://www.nec.go.kr/site/abroadja/main.do


KOREAN
YOUTH
FESTIVAL24
2024

2/23fri～25sun

在日コリアン青年が「民族的に生きる」ための青年団体

ウトロ地区を訪問し在日
コリアンの歴史を学ぶ
フィールドワークや講演
会を通じて、「民族的に
生きる」とはどういうこ
とか知ることが出来ます。

民族文化に触れるワーク
ショップを実施します。
専門の講師が丁寧に教え
るので、初心者の方も安
心してご参加いただけま
す。

参加者は全員在日コリア
ン青年！同じルーツを持
つ在日コリアンの仲間だ
けで二泊三日の民族空間
を楽しむことが出来ます。

宿泊場所

ロゴスランド京都

今こそ集まれ在日コリアン青年！２月の連休は京都ウトロへ！

◆参加対象◆

16～35歳の朝鮮半島にルーツを持つ在日コリアン青年
国籍不問 ※韓国籍、朝鮮籍、日本国籍（帰化した方）など

ハーフ／ダブル、ニューカマー歓迎

ホームページにて情報更新中！

はんちょん

www.hanchung.org

■日程：2024年2月23日(金･休)～25日(日) ■場所：ロゴスランド（〒610-0121 京都府城陽市寺田大川原24-4 ☎0774-58-0010）
■参加費：一般19,800円 学生15,000円 途中参加（部分参加）の場合は左記参加費から実費を引いた費用が掛かります。
［主催］在日韓国青年同盟（〒110-0016 東京都台東区台東4-31-7-302 ☎03-4400-5331 ✉chuo@hanchung.org）
※チラシに書かれている内容は当日変更になる場合もございます。予めご了承ください。
※参加費は企画費、宿泊費、食費、交通費を含みます。当日ご持参ください。

コリアンユースフェスティバル2024［第59回 韓青全国冬期講習会］

参加費 一般¥19,800／学生¥15,000

お申し込み・お問い合わせ先

☎03-4400-5331
✉chuo@hanchung.org

最新情報は
公式サイトへ！




